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○

銀
行
法
施
行
規
則
第
十
九
条
の
二
第
一
項
第
五
号
ニ
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
等
に
つ
い
て
金
融
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
事
項
（
平
成
二
十

六
年
金
融
庁
告
示
第
七
号
）

改

正

案

現

行

（
銀
行
持
株
会
社
に
お
け
る
連
結
会
計
年
度
の
開
示
事
項
）

（
銀
行
持
株
会
社
に
お
け
る
連
結
会
計
年
度
の
開
示
事
項
）

第
七
条

規
則
第
三
十
四
条
の
二
十
六
第
一
項
第
四
号
ハ
に
規
定
す
る
自
己
資
本

第
七
条

規
則
第
三
十
四
条
の
二
十
六
第
一
項
第
四
号
ハ
に
規
定
す
る
自
己
資
本

の
充
実
の
状
況
に
つ
い
て
金
融
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
事
項
（
国
際
統
一
基
準

の
充
実
の
状
況
に
つ
い
て
金
融
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
事
項
（
国
際
統
一
基
準

持
株
会
社
の
直
近
の
二
連
結
会
計
年
度
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
自
己
資

持
株
会
社
の
直
近
の
二
連
結
会
計
年
度
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
自
己
資

本
の
構
成
に
関
す
る
開
示
事
項
、
定
性
的
な
開
示
事
項
及
び
定
量
的
な
開
示
事

本
の
構
成
に
関
す
る
開
示
事
項
、
定
性
的
な
開
示
事
項
及
び
定
量
的
な
開
示
事

項
と
す
る
。

項
と
す
る
。

２
～
４

（
略
）

２
～
４

（
略
）

５

第
一
項
の
国
際
統
一
基
準
持
株
会
社
の
う
ち
、
第
一
号
の
額
を
直
近
に
終
了

５

第
一
項
の
国
際
統
一
基
準
持
株
会
社
の
う
ち
、
第
一
号
の
額
を
直
近
に
終
了

し
た
連
結
会
計
年
度
末
の
為
替
レ
ー
ト
で
ユ
ー
ロ
に
換
算
し
て
得
ら
れ
た
も
の

し
た
連
結
会
計
年
度
末
の
為
替
レ
ー
ト
で
ユ
ー
ロ
に
換
算
し
て
得
ら
れ
た
も
の

が
二
千
億
ユ
ー
ロ
を
超
え
る
も
の
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
国
際
統
一
基
準
持
株

が
二
千
億
ユ
ー
ロ
を
超
え
る
も
の
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
国
際
統
一
基
準
持
株

会
社
と
し
て
金
融
庁
長
官
が
指
定
す
る
も
の
に
係
る
同
項
の
定
量
的
な
開
示
事

会
社
と
し
て
金
融
庁
長
官
が
指
定
す
る
も
の
に
係
る
同
項
の
定
量
的
な
開
示
事

項
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
加
え
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

項
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
加
え
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

金
融
機
関
等
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
九
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品

二

金
融
機
関
等
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
九
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品

取
引
業
者
、
保
険
会
社
、
中
央
清
算
機
関
、
年
金
基
金
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類

取
引
業
者
、
保
険
会
社
、
中
央
清
算
機
関
、
厚
生
年
金
基
金
そ
の
他
こ
れ
ら

す
る
事
業
を
営
む
者
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
、
次
号
及
び
第
八
号
に
お
い
て

に
類
す
る
事
業
を
営
む
者
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
、
次
号
及
び
第
八
号
に
お

同
じ
。
）
向
け
与
信
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項
の
残
高
の
合
計
額

い
て
同
じ
。
）
向
け
与
信
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項
の
残
高
の
合
計
額

イ
～
ニ

（
略
）
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三 ～ 十 二 （ 略 ） イ ～ ニ （ 略 ）

三 ～ 十 二 （ 略 ）

（ ） （ ）附則別紙様式第二号 附則別紙様式第二号

（ ） （ ）単位百万円％ 単位百万円％： 、 ： 、

経過措置に国際様式の 経過措置に国際様式の

項目 よる不算入該当番号項目 よる不算入該当番号

額 額

（ ） （ ）略 略

うち銀行の連結子法人等銀 うち銀行の連結子法人等銀行（ （、 、

） 49 ） 49行の特別目的会社等を除く の特別目的会社を除くの発行。 。

の発行する資本調達手段の額 する資本調達手段の額

（ ） （ ）略 略

( ) ( ) ( ) ( )注略 注略

（ ） （ ）附則別紙様式第三号 附則別紙様式第三号

（ ） （ ）表略 表略

( ) ( )注 注
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この様式において使用する用語は自己資本比率告示銀行法 この様式において使用する用語は自己資本比率告示銀行法（ （、 、

第十四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら第十四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら、 、

し自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するためのし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための

基準平成十八年金融庁告示第十九号をいう以下同じに基準平成十八年金融庁告示第十九号をいう以下同じに（ ） ） （ ） ）。 。 。 。

おいて使用する用語の例によるものとする おいて使用する用語の例によるものとする。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)
（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等向け 手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等エク、 、

エクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待 スポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損失ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計 額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額か

額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし ら当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし当。 。 、

当該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる 該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額をいう 当該乗じて得た額をいう、 。 。

（ ） （ ）ｄｇ略 ｄｇ略～ ～

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）附則別紙様式第四号 附則別紙様式第四号

( ) ( )注 注

この様式において使用する用語は自己資本比率告示銀行法 この様式において使用する用語は自己資本比率告示銀行法（ （、 、

第十四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら第十四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら、 、
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し自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するためのし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための

基準平成十八年金融庁告示第十九号をいう以下同じ及基準平成十八年金融庁告示第十九号をいう以下同じ及（ ） ） （ ） ）。 。 。 。

び持株自己資本比率告示銀行法第五十二条の二十五の規定に基び持株自己資本比率告示銀行法第五十二条の二十五の規定に基（ （

づき銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資づき銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資、 、

産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどう産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどう

かを判断するための基準平成十八年金融庁告示第二十号をいかを判断するための基準平成十八年金融庁告示第二十号をい（ ） （ ）

う以下同じにおいて使用する用語の例によるものとする う以下同じにおいて使用する用語の例によるものとする） ）。 。 。 。 。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ略 ａ略

ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額のうち ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額のうち「 」 「 」

退職給付に係るものの額の欄には平成二十六年三月 退職給付に係るものの額の欄には平成二十六年三月「 」 「 」、 、 、 、

三十一日から起算して五年を経過する日までの間においては 三十一日から起算して五年を経過するまでの間においては、

自己資本比率改正告示銀行法第十四条の二の規定に基づ 自己資本比率改正告示銀行法第十四条の二の規定に基づき（ （、

き銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状 銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況、 、

況が適当であるかどうかを判断するための基準等の一部を改 が適当であるかどうかを判断するための基準等の一部を改正

正する件平成二十五年金融庁告示第六号をいう以下同 する件平成二十五年金融庁告示第六号をいう以下同じ（ ） （ ）。 。

じ附則第六条第一項又は第二項の規定に従い自己資本 附則第六条第一項又は第二項の規定に従い自己資本比） ）。 、 。 、

比率告示第三十七条又は持株自己資本比率告示第十四条の算 率告示第三十七条又は持株自己資本比率告示第十四条の算式

式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した額を記載 におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した額を記載す

すること ること。 。

（ ） （ ）ｃ略 ｃ略

ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「
額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、
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手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等向け 手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等エク、 、

エクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待 スポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損失ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計 額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額か

額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし ら当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし当。 。 、

当該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる 該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額とし持株自己資本比率告示第百三十 当該乗じて得た額とし持株自己資本比率告示第第百三十条、 、 、

条第一号イに掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を 第一号イに掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上ー ー

上回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。

（ ） （ ）ｅｈ略 ｅｈ略～ ～

ｉ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｉ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、

から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第一項及び第二項又は第三項及び 比率改正告示附則第七条第一項及び第二項又は第三項及び第

第四項の規定に従い自己資本比率告示第二十五条又は持株 四項の規定に従い自己資本比率告示第二十五条又は持株自、 、

自己資本比率告示第十四条の算式におけるコア資本に係る基 己資本比率告示第十四条の算式におけるコア資本に係る基礎

礎項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日 項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か、 、

から起算して五年を経過する日までの間においては自己資 ら起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比、 、

本比率改正告示附則第七条第一項又は第三項の規定に従い 率改正告示附則第七条第一項又は第三項の規定に従い自己、 、

自己資本比率告示第二十五条又は持株自己資本比率告示第十 資本比率告示第二十五条又は持株自己資本比率告示第十四条

四条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した額を

額をいう いう。 。

(2) （ ） (2) （ ）略 略



-
-

6

リスク・アセット等 リスク・アセット等(3) (3)

（ ） （ ）ａ略 ａ略

ｂ経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の ｂ経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の「 「

合計額のうち無形固定資産のれん及びモゲジ・ 合計額のうち無形固定資産のれん及びモゲジ・」 「 （ ー ー 」 「 （ ー ー、 、

サビシング・ライツに係るものを除く 繰延税金 サビシング・ライツに係るものを除く 繰延税金ー ） 」 「 ー ） 」 「。 、 。 、

資産及び退職給付に係る資産の欄には自己資本比率 資産及び退職給付に係る資産の欄には自己資本比率」 「 」 」 「 」、 、

改正告示附則第八条第二項又は第四項の規定に従いなお従 改正告示附則第八条第二項又は第四項の規定に従いなお従、 、

前の例によるとしてリスク・アセットが適用されることにな 前の例によるとしてリスク・アセットが適用されることにな

ったものの額を無形固定資産繰延税金資産又は退職給付に ったものの額を無形固定資産繰延税金資産又は退職給付に、 、

係る資産の内訳の別に記載するうち他の金融機関等向 係る資産の内訳の別に記載するうち他の金融機関等向「 「。 、 。 、

けエクスポジャの欄には自己資本比率改正告示附則 けエクスポジャの欄には自己資本比率改正告示附則」 」ー ー 、 ー ー 、

第十二条第一項の規定に従い同項に規定するリスク・ウェイ 第十二条第一項の規定に従い同項に規定するリスク・ウェイ

トが適用される自己資本比率告示第七十六条の二の三若しく トが適用される自己資本比率告示第七十六条の二の三若しく

は第百七十八条の二の三に規定するエクスポジャ又は自 は第百七十八条の二の三に規定するエクスポジャ又は自ー ー ー ー

己資本比率改正告示附則第十二条第二項の規定に従い同項に 己資本比率改正告示附則第十二条第二項の規定に従い同項に

規定するリスク・ウェイトが適用される自己資本比率告示第 規定するリスク・ウェイトが適用される自己資本比率告示第

一条第七号に規定する金融機関同条第三十七号ホに規定す 一条第七号に規定する金融機関同条第三十七号ホに規定す、 、

る銀行持株会社若しくは金融商品取引法昭和二十三年法律 る銀行持株会社若しくは金融商品取引法昭和二十三年法律（ （

第二十五号第五十七条の十二第三項に規定する最終指定親 第二十五号第五十七条の十二第三項に規定する最終指定親） ）

会社が発行した適格旧非累積的永久優先株又は適格旧資本調 会社が発行した適格旧非累積的永久優先株又は適格旧資本調

達手段に相当するものについて経過措置を用いて算出した 達手段に相当するものについて経過措置を用いて算出した、 、

リスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリス リスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリス

ク・アセットの額を控除した額を記載する銀行持株会社の ク・アセットの額を控除した額を記載する銀行持株会社の（ （
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場合自己資本比率改正告示附則第十二条第三項及び第四項 場合自己資本比率改正告示附則第十二条第三項及び第四項、 、

に規定するエクスポジャについて同様とするまた に規定するエクスポジャについて同様とするまた） ）ー ー 。 。 ー ー 。 、

上記以外に該当するものの額の欄には経過措置に 上記以外に該当するものの額の欄には経過措置によ「 」 「 「 」 「、 、 、

よりリスク・アセットの額に算入される額の合計額の内訳 りリスク・アセットの額に算入される額の合計額の内訳と」 」

として無形固定資産のれん及びモゲジ・サビシン して無形固定資産のれん及びモゲジ・サビシング（ （、 ー ー ー 、 ー ー ー

グ・ライツに係るものを除く繰延税金資産退職給付 ・ライツに係るものを除く繰延税金資産退職給付に） ）。 、 、 。 、 、

に係る資産及び他の金融機関等向けエクスポジャ以外の 係る資産及び他の金融機関等向けエクスポジャ以外のもー ー ー ー

ものがある場合にその項目及び額を記載する例えば自 のがある場合にその項目及び額を記載する例えば自己（ （、 、 、 、

己資本比率改正告示附則第五条第一項又は第三項に規定する 資本比率改正告示附則第五条第一項又は第三項に規定する土

土地再評価差額金に係る経過措置を適用する場合における 地再評価差額金に係る経過措置を適用する場合における土、 、

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額 地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額等

） ）等。 。

（ ） （ ）ｃｆ略 ｃｆ略～ ～

(4) （ ） (4) （ ）略 略

（ ） （ ）別紙様式第二号 別紙様式第二号

（ ） （ ）単位百万円％ 単位百万円％： 、 ： 、

項目 国際様式の項目 国際様式の

該当番号 該当番号

（ ） （ ）略 略
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うち銀行の連結子法人等銀行の特別目的 うち銀行の連結子法人等銀行の特別目的（ （、 、

） 49 ） 49会社等を除くの発行する資本調達手段の 会社を除くの発行する資本調達手段の額。 。

額

（ ） （ ）略 略

( ) ( )注 注

(1) (5) （ ） (1) (5) （ ）略 略～ ～

調整項目に係る参考事項 調整項目に係る参考事項(6) (6)

（ ） （ ）ａｃ略 ａｃ略～ ～

ｄ繰延税金資産一時差異に係るものに限るに係る調 ｄ繰延税金資産一時差異に係るものに限るに係る調整「 （ ） 「 （ ）。

整項目不算入額とは繰延税金資産一時差異に係るもの 項目不算入額とは繰延税金資産一時差異に係るものに」 （ 」 （、 、

に限るの額のうち普通株式等資本に係る調整項目 限るの額のうち普通株式等資本に係る調整項目の） ）Tier1 Tier1。 。

の額に含まれないものの額をいう 額に含まれないものの額をいう。 。

(7) ・(8) （ ） (7) ・(8) （ ）略 略

（ ） （ ）別紙様式第四号 別紙様式第四号

（ ） （ ）表略 表略

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「
額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、
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手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等向け 手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等エク、 、

エクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待 スポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損失ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計 額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額か

額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし ら当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし当。 。 、

当該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる 該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額をいう 当該乗じて得た額をいう、 。 。

（ ） （ ）ｄｇ略 ｄｇ略～ ～

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）別紙様式第五号 別紙様式第五号

（ ） （ ）表略 表略

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等向け 手法採用行において適格引当金の合計額が事業法人等エク、 、

エクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待 スポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損失ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計 額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額か

額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし ら当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし当。 。 、

当該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる 該額が自己資本比率告示第百五十二条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、
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は当該乗じて得た額とし持株自己資本比率告示第百三十 当該乗じて得た額とし持株自己資本比率告示第第百三十条、 、 、

条第一号イに掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を 第一号イに掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上ー ー

上回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。

（ ） （ ）ｄｇ略 ｄｇ略～ ～

ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、

から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第一項及び第二項又は第三項及び 比率改正告示附則第七条第一項及び第二項又は第三項及び第

第四項の規定に従い自己資本比率告示第二十五条又は持株 四項の規定に従い自己資本比率告示第二十五条又は持株自、 、

自己資本比率告示第十四条の算式におけるコア資本に係る基 己資本比率告示第十四条の算式におけるコア資本に係る基礎

礎項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日 項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か、 、

から起算して五年を経過する日までの間においては自己資 ら起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比、 、

本比率改正告示附則第七条第一項又は第三項の規定に従い 率改正告示附則第七条第一項又は第三項の規定に従い自己、 、

自己資本比率告示第二十五条又は持株自己資本比率告示第十 資本比率告示第二十五条又は持株自己資本比率告示第十四条

四条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入した額を

額をいう いう。 。

(2) （ ） (2) （ ）略 略

リスク・アセット等 リスク・アセット等(3) (3)

（ ） （ ）ａ略 ａ略

ｂ経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の ｂ経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の「 「

」 「 」 」 「 」合計額のうち他の金融機関等向けエクスポジャ 合計額のうち他の金融機関等向けエクスポジャ、 ー ー 、 ー ー

の欄には自己資本比率改正告示附則第十二条第二項の規定 の欄には自己資本比率改正告示附則第十二条第二項の規定、 、

に従い同項に規定するリスク・ウェイトが適用される自己資 に従い同項に規定するリスク・ウェイトが適用される自己資
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本比率告示第一条第七号に規定する金融機関同条第三十七 本比率告示第一条第七号に規定する金融機関同条第三十七、 、

号ホに規定する銀行持株会社又は金融商品取引法昭和二十 号ホに規定する銀行持株会社又は金融商品取引法昭和二十（ （

三年法律第二十五号第五十七条の十二第三項に規定する最 三年法律第二十五号第五十七条の十二第三項に規定する最） ）

終指定親会社が発行した適格旧非累積的永久優先株又は適格 終指定親会社が発行した適格旧非累積的永久優先株又は適格

旧資本調達手段に相当するものについて経過措置を用いて 旧資本調達手段に相当するものについて経過措置を用いて、 、

算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出 算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出

したリスク・アセットの額を控除した額を記載する銀行持 したリスク・アセットの額を控除した額を記載する銀行持（ （

株会社の場合自己資本比率改正告示附則第十二条第三項及 株会社の場合自己資本比率改正告示附則第十二条第三項及、 、

）び第四項に規定するエクスポジャについて同様とする び第四項に規定するエクスポジャについて同様とするー ー 。 ー ー

また上記以外に該当するものの額の欄には経 また上記以外に該当するものの額の欄には経過） 「 」 「 「 」 「。 、 、 。 、 、

」過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

の内訳として他の金融機関等向けエクスポジャ以外 の内訳として他の金融機関等向けエクスポジャ以外の」 、 ー ー 、 ー ー

のものがある場合にその項目及び額を記載する例えば ものがある場合にその項目及び額を記載する例えば自（ （、 、 、 、

自己資本比率改正告示附則第五条第一項又は第三項に規定す 己資本比率改正告示附則第五条第一項又は第三項に規定する

る土地再評価差額金に係る経過措置を適用する場合における 土地再評価差額金に係る経過措置を適用する場合における、

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの 土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額、

） ）額等 等。 。

（ ） （ ）ｃｆ略 ｃｆ略～ ～

(4) （ ） (4) （ ）略 略
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○ 信 用 金 庫 法 施 行 規 則 第 百 三 十 二 条 第 一 項 第 五 号 ニ 等 の 規 定 に 基 づ き 、 自 己 資 本 の 充 実 の 状 況 等 に つ い て 金 融 庁 長 官 が 別 に 定 め る 事 項 （ 平 成

二 十 六 年 金 融 庁 告 示 第 八 号 ）
改 正 案 現 行

（ ） （ ）附則別紙様式第一号 附則別紙様式第一号

（ ） （ ）表略 表略

( ) ( )注 注

この様式において使用する用語は自己資本比率告示信用金 この様式において使用する用語は自己資本比率告示信用金（ （、 、

庫法第八十九条第一項において準用する銀行法第十四条の二の規庫法第八十九条第一項において準用する銀行法第十四条の二の規

定に基づき信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等定に基づき信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等、 、

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するに照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断する

ための基準平成十八年金融庁告示第二十一号をいう以下同ための基準平成十八年金融庁告示第二十一号をいう以下同（ ） （ ）。 。

じにおいて使用する用語の例によるものとする じにおいて使用する用語の例によるものとする） ）。 。 。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等向 手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等エ、 、

けエクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期 クスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

待損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合 失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額

計額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただ から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし。 。 、

し当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる 当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる額に、
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額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額をいう 当該乗じて得た額をいう、 。 。

（ ） （ ）ｄｆ略 ｄｆ略～ ～

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）附則別紙様式第二号 附則別紙様式第二号

( ) ( )注 注

この様式において使用する用語は自己資本比率告示信用金 この様式において使用する用語は自己資本比率告示信用金（ （、 、

庫法第八十九条第一項において準用する銀行法第十四条の二の規庫法第八十九条第一項において準用する銀行法第十四条の二の規

定に基づき信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等定に基づき信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等、 、

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するに照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断する

ための基準平成十八年金融庁告示第二十一号をいう以下同ための基準平成十八年金融庁告示第二十一号をいう以下同（ ） （ ）。 。

じにおいて使用する用語の例によるものとする じにおいて使用する用語の例によるものとする） ）。 。 。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ略 ａ略

ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価 ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価「 「

・換算差額等のうち退職給付に係るものの額の欄に ・換算差額等のうち退職給付に係るものの額の欄に」 「 」 」 「 」、 、

は平成二十六年三月三十一日から起算して五年を経過する は平成二十六年三月三十一日から起算して五年を経過する、 、

日までの間においては自己資本比率改正告示銀行法第十 までの間においては自己資本比率改正告示銀行法第十四（ （、 、

四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら 条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照らし、 、

し自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた 自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するため

めの基準等の一部を改正する件平成二十五年金融庁告示第 の基準等の一部を改正する件平成二十五年金融庁告示第六（ （

六号をいう以下同じ附則第六条第三項の規定に従い 号をいう以下同じ附則第六条第三項の規定に従い） ） ） ）。 。 。 。 、
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自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基 自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎、

礎項目の額に算入した額を記載すること 項目の額に算入した額を記載すること。 。

（ ） （ ）ｃ略 ｃ略

ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等向 手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等エ、 、

けエクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期 クスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

待損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合 失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額

計額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただ から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし。 。 、

し当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる 当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額とする 当該乗じて得た額とする、 。 。

（ ） （ ）ｅｇ略 ｅｇ略～ ～

ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、

から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第五項又は第六項の規定に従い 比率改正告示附則第七条第五項又は第六項の規定に従い自、 、

自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎 己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項

項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か 目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日から、 、

ら起算して五年を経過する日までの間においては自己資本 起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比率、 、

比率改正告示附則第七条第五項の規定に従い自己資本比率 改正告示附則第七条第五項の規定に従い自己資本比率告示、 、

告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算 第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入し

入した額をいう た額をいう。 。



-
-

1
5

(2) （ ） (2) （ ）略 略

リスク・アセット等 リスク・アセット等(3) (3)

・ （ ） ・ （ ）ａｂ略 ａｂ略

ｃオペレショナル・リスク相当額の合計額を八パセン ｃオペレショナル・リスク相当額の合計額を八パセン「 「ー ー ー ー

トで除して得た額とは自己資本比率告示第九条の規定に トで除して得た額とは自己資本比率告示第九条の規定に」 」、 、

従い算出された額を八パセントで除して得た額をいう 従い算出された額を八パセントで除して得た額いうー 。 ー 。

・ （ ） ・ （ ）ｄｅ略 ｄｅ略

(4) （ ） (4) （ ）略 略

（ ） （ ）附則別紙様式第四号 附則別紙様式第四号

（ ） （ ）単位百万円％ 単位百万円％： 、 ： 、

経過措置に国際様式の 経過措置に国際様式の

項目 よる不算入該当番号項目 よる不算入該当番号

額 額

（ ） （ ）略 略

うち信用金庫連合会の連結子法 うち信用金庫連合会の連結子法、 、

（ 49 （ 49人等信用金庫連合会の特別目的 人等信用金庫連合会の特別目的

会社等を除くの発行する資本 会社を除くの発行する資本調） ）。 。

調達手段の額 達手段の額
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（ ） （ ）略 略

( ) （ ） ( ) （ ）注略 注略

（ ） （ ）別紙様式第一号 別紙様式第一号

（ ） （ ）表略 表略

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等向 手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等エ、 、

けエクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期 クスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

待損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合 失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額

計額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただ から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし。 。 、

し当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる 当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額をいう 当該乗じて得た額をいう、 。 。

（ ） （ ）ｄｆ略 ｄｆ略～ ～

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）別紙様式第二号 別紙様式第二号

（ ） （ ）表略 表略



-
-

1
7

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等向 手法採用金庫において適格引当金の合計額が事業法人等エ、 、

けエクスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期 クスポジャ及びリテル向けエクスポジャの期待損ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

待損失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合 失額の合計額を上回る場合における当該適格引当金の合計額

計額から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただ から当該期待損失額の合計額を控除した額をいうただし。 。 、

し当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる 当該額が自己資本比率告示第百五十条第一号イに掲げる額に、

額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあって 〇・六パセントを乗じて得た額を上回る場合にあってはー ー 、

は当該乗じて得た額をいう 当該乗じて得た額をいう、 。 。

（ ） （ ）ｄｆ ｄｆ～ 略 ～ 略

ｇ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｇ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、

から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第五項又は第六項の規定に従い 比率改正告示附則第七条第五項又は第六項の規定に従い自、 、

自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎 己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項

項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か 目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日から、 、

ら起算して五年を経過する日までの間においては自己資本 起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比率、 、

比率改正告示附則第七条第五項の規定に従い自己資本比率 改正告示附則第七条第五項の規定に従い自己資本比率告示、 、

告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算 第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入し

入した額をいう た額をいう。 。
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(2) （ ） (2) （ ）略 略

リスク・アセット等 リスク・アセット等(3) (3)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃオペレショナル・リスク相当額の合計額を八パセン ｃオペレショナル・リスク相当額の合計額を八パセン「 「ー ー ー ー

トで除して得た額とは自己資本比率告示第九条の規定に トで除して得た額とは自己資本比率告示第九条の規定に」 」、 、

従い算出された額を八パセントで除して得た額をいう 従い算出された額を八パセントで除して得た額いうー 。 ー 。
（ ） （ ）ｄ・ｅ略 ｄ・ｅ略

(4) （ ） (4) （ ）略 略

（ ） （ ）別紙様式第四号 別紙様式第四号

（ ） （ ）単位百万円％ 単位百万円％： 、 ： 、

項目 国際様式の項目 国際様式の

該当番号 該当番号

（ ） （ ）略 略

うち信用金庫連合会の連結子法人等信用 うち信用金庫連合会の連結子法人等信用（ （、 、

） 49 ） 49金庫連合会の特別目的会社等を除くの発 金庫連合会の特別目的会社を除くの発行。 。

行する資本調達手段の額 する資本調達手段の額

（ ） （ ）略 略
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( ) ( )注 注

(1) (5) （ ） (1) (5) （ ）略 略～ ～

調整項目に係る参考事項 調整項目に係る参考事項(6) (6)

（ ） （ ）ａｃ略 ａｃ略～ ～

ｄ繰延税金資産一時差異に係るものに限るに係る調 ｄ繰延税金資産一時差異に係るものに限るに係る調整「 （ ） 「 （ ）。

整項目不算入額とは繰延税金資産一時差異に係るもの 項目不算入額とは繰延税金資産一時差異に係るものに」 （ 」 （、 、

に限るの額のうち普通出資等資本に係る調整項目 限るの額のうち普通出資等資本に係る調整項目の） ）Tier1 Tier1。 。

の額に含まれないものの額をいう 額に含まれないものの額をいう。 。

(7) ・(8) （ ） (7) ・(8) （ ）略 略
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○ 協 同 組 合 に よ る 金 融 事 業 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 第 六 十 九 条 第 一 項 第 五 号 ニ 等 の 規 定 に 基 づ き 、 自 己 資 本 の 充 実 の 状 況 等 に つ い て 金 融 庁 長 官

が 別 に 定 め る 事 項 （ 平 成 十 九 年 金 融 庁 告 示 第 十 七 号 ）

改 正 案 現 行

（ ） （ ）附則別紙様式第一号 附則別紙様式第一号

( ) ( )注 注

この様式において使用する用語は自己資本比率告示協同組 この様式において使用する用語は自己資本比率告示協同組（ （、 、

合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀

行法第十四条の二の規定に基づき信用協同組合及び信用協同組行法第十四条の二の規定に基づき信用協同組合及び信用協同組、 、

合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が

適当であるかどうかを判断するための基準平成十八年金融庁告適当であるかどうかを判断するための基準平成十八年金融庁告（ （

示第二十二号をいう以下同じにおいて使用する用語の例示第二十二号をいう以下同じにおいて使用する用語の例） ） ） ）。 。 。 。

によるものとする によるものとする。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計 手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計、 、

額が事業法人等向けエクスポジャ及びリテル向けエク 額が事業法人等エクスポジャ及びリテル向けエクスポー ー ー ー ー ー

スポジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当 ジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当該適ー ー ー ー

該適格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除し 格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除した額

た額をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六 をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六条第。 、 。 、
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条第一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上 一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回るー ー

回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。

（ ） （ ）ｄｆ略 ｄｆ略～ ～

コア資本に係る調整項目 コア資本に係る調整項目(2) (2)

（ ） （ ）ａｆ略 ａｆ略～ ～

」 「 」 「ｇ特定項目に係る十五パセント基準超過額のうち ｇ特定項目に係る十五パセント基準超過額のうち「 「ー 、 ー 、

その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連す その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連す

るものの額とは自己資本比率告示第十四条第七項第一号 るものの額とは自己資本比率告示第十四条第七項第一号」 」、 、

に掲げる額をいう に掲げる額をいう。 。

（ ） （ ）ｈｊ ｈｊ～ 略 ～ 略

(3) ・(4) （ ） (3) ・(4) （ ）略 略

（ ） （ ）附則別紙様式第二号 附則別紙様式第二号

( ) ( )注 注

この様式において使用する用語は自己資本比率告示協同組 この様式において使用する用語は自己資本比率告示協同組（ （、 、

合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀

行法第十四条の二の規定に基づき信用協同組合及び信用協同組行法第十四条の二の規定に基づき信用協同組合及び信用協同組、 、

合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が

適当であるかどうかを判断するための基準平成十八年金融庁告適当であるかどうかを判断するための基準平成十八年金融庁告（ （

示第二十二号をいう以下同じにおいて使用する用語の例示第二十二号をいう以下同じにおいて使用する用語の例） ） ） ）。 。 。 。

によるものとする によるものとする。 。

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ略 ａ略
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ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価 ｂコア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価「 「

・換算差額等のうち退職給付に係るものの額の欄に ・換算差額等のうち退職給付に係るものの額の欄に」 「 」 」 「 」、 、

は平成二十六年三月三十一日から起算して五年を経過する は平成二十六年三月三十一日から起算して五年を経過する、 、

日までの間においては自己資本比率改正告示銀行法第十 までの間においては自己資本比率改正告示銀行法第十四（ （、 、

四条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら 条の二の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照らし、 、

し自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた 自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するため

めの基準等の一部を改正する件平成二十五年金融庁告示第 の基準等の一部を改正する件平成二十五年金融庁告示第六（ （

六号をいう以下同じ附則第六条第六項の規定に従い 号をいう以下同じ附則第六条第六項の規定に従い） ） ） ）。 。 。 。 、

自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基 自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎、

礎項目の額に算入した額を記載すること 項目の額に算入した額を記載すること。 。

（ ） （ ）ｃ略 ｃ略

ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｄコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計 手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計、 、

額が事業法人等向けエクスポジャ及びリテル向けエク 額が事業法人等エクスポジャ及びリテル向けエクスポー ー ー ー ー ー

スポジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当 ジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当該適ー ー ー ー

該適格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除し 格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除した額

た額をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六 をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六条第。 、 。 、

条第一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上 一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回るー ー

回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。

（ ） （ ）ｅｇ略 ｅｇ略～ ～

ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｈ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、
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から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第八項又は第九項の規定に従い 比率改正告示附則第七条第八項又は第九項の規定に従い自、 、

自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎 己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項

項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か 目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日から、 、

ら起算して五年を経過する日までの間においては自己資本 起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比率、 、

比率改正告示附則第七条第八項の規定に従い自己資本比率 改正告示附則第七条第八項の規定に従い自己資本比率告示、 、

告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算 第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入し

入した額をいう た額をいう。 。

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）別紙様式第一号 別紙様式第一号

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)

（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計 手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計、 、

額が事業法人等向けエクスポジャ及びリテル向けエク 額が事業法人等エクスポジャ及びリテル向けエクスポー ー ー ー ー ー

スポジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当 ジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当該適ー ー ー ー

該適格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除し 格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除した額

た額をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六 をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六条第。 、 。 、

条第一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上 一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回るー ー

回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。
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（ ） （ ）ｄｆ略 ｄｆ略～ ～

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～
（ ） （ ）別紙様式第二号 別紙様式第二号

( ) ( )注 注

コア資本に係る基礎項目 コア資本に係る基礎項目(1) (1)
（ ） （ ）ａ・ｂ略 ａ・ｂ略

ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計 ｃコア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計「 「

額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付 額のうち適格引当金コア資本算入額とは内部格付」 「 」 」 「 」、 、 、 、

手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計 手法を採用する信用協同組合等において適格引当金の合計、 、

額が事業法人等向けエクスポジャ及びリテル向けエク 額が事業法人等エクスポジャ及びリテル向けエクスポー ー ー ー ー ー

スポジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当 ジャの期待損失額の合計額を上回る場合における当該適ー ー ー ー

該適格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除し 格引当金の合計額から当該期待損失額の合計額を控除した額

た額をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六 をいうただし当該額が自己資本比率告示第百二十六条第。 、 。 、

条第一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上 一号に掲げる額に〇・六パセントを乗じて得た額を上回るー ー

回る場合にあっては当該乗じて得た額をいう 場合にあっては当該乗じて得た額をいう、 。 、 。

（ ） （ ）ｄｆ略 ｄｆ略～ ～

ｇ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基 ｇ少数株主持分のうち経過措置によりコア資本に係る基「 「、 、

礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日 礎項目の額に含まれる額とは平成二十六年三月三十一日」 」、 、

から起算して十年を経過する日までの間においては自己資 から起算して十年を経過するまでの間においては自己資本、 、

本比率改正告示附則第七条第八項又は第九項の規定に従い 比率改正告示附則第七条第八項又は第九項の規定に従い自、 、

自己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎 己資本比率告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項

項目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日か 目の額に算入した額をいい平成三十六年三月三十一日から、 、
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ら起算して五年を経過する日までの間においては自己資本 起算して五年を経過するまでの間においては自己資本比率、 、

比率改正告示附則第七条第八項の規定に従い自己資本比率 改正告示附則第七条第八項の規定に従い自己資本比率告示、 、

告示第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算 第二条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に算入し

入した額をいう た額をいう。 。

(2) (4) （ ） (2) (4) （ ）略 略～ ～


